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原子力委員会の専門部会・懇談会原子力委員会の専門部会・懇談会

地球環境保全・エネルギー
安定供給のための原子力の
のビジョンを考える懇談会
（平成19年6月～平成20年4月）

原子力委員会

市民参加懇談会
（平成13年7月～）

国際問題懇談会
（平成18年4月～）

原子力防護専門部会
（平成18年12月～）

政策評価部会
（平成18年4月～）

核融合専門部会
（平成13年7月～）

《平成21年1月 報告書とりまとめ》

研究開発専門部会研究開発専門部会
（平成13年7月～）

原子力試験研究検討会

分離変換技術検討会
政策評価部会の分野毎の活動状況
●安全確保

《平成18年8月 報告書とりまとめ》

●平和利用の担保と核不拡散
体制の維持・強化
《平成19年5月 報告書とりまとめ》

●原子力と国民・地域社会の共生
《平成19年11月 報告書とりまとめ》

●放射性廃棄物処理・処分
《平成20年9月 報告書とりまとめ》

●エネルギー利用
（平成20年10月～）

政策評価部会の分野毎の活動状況
●安全確保

《平成18年8月 報告書とりまとめ》

●平和利用の担保と核不拡散
体制の維持・強化
《平成19年5月 報告書とりまとめ》

●原子力と国民・地域社会の共生
《平成19年11月 報告書とりまとめ》

●放射性廃棄物処理・処分
《平成20年9月 報告書とりまとめ》

●エネルギー利用
（平成20年10月～）

＜過去の専門部会・懇談会等＞

食品照射専門部会
（平成17年12月～平成18年10月）

長半減期低発熱
放射性廃棄物

処分技術検討会
（平成17年10月～平成18年4月）

新計画策定会議
（平成16年6月～平成17年9月）

総合企画・評価部会
（平成13年7月～平成17年12月）

放射線専門部会
（平成13年7月～平成17年12月）

原子力発電・サイクル
専門部会

（平成13年7月～平成17年12月）

国際関係専門部会
（平成13年7月～平成17年12月）

革新炉検討会
（平成13年10月～平成20年8月）

加速器検討会
（平成13年10月～平成20年8月）

＜専門部会・懇談会等の構成＞
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研究開発専門部会研究開発専門部会 設置趣旨・構成員設置趣旨・構成員

原子力が今後とも長期間にわたって競争力の
ある安定的なエネルギー源であり続けるととも
に、放射線利用分野における科学技術が、学
術の進歩や産業の振興に引き続き貢献していく
ためには、原子力研究開発を継続的に実施し
ていくことが必要不可欠である。そのため、原子
力研究開発の推進に必要な方策等について調
査審議を行うため、「研究開発専門部会」を設
置する。

（１） 原子力研究開発の進捗状況及びその評価
（その他の専門部会等の調査審議事項を
除く）に関する事項

（２） 原子力研究開発を推進するための方策
（その他の専門部会等の調査審議事項を
除く）に関する事項

（３） 原子力試験研究費に関する事項

（４） その他、原子力委員会が指示する事項

大橋 弘忠 東京大学大学院工学系研究科 教授【部会長】

小泉 英明 (株)日立製作所 役員待遇フェロー

澤 明 (社)日本電機工業会 原子力政策委員長

武田 邦彦 中部大学総合工学研究所副所長 教授

知野 恵子 読売新聞東京本社 編集委員

中西 友子 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授

前田 裕子 東京医科歯科大学知的財産本部
技術移転センター長 特任准教授

宮崎久美子 東京工業大学大学院イノベーション
マネジメント研究科 教授

武藤 栄 電気事業連合会 原子力開発対策委員会
総合部会長

山名 元 京都大学原子炉実験所 教授

山中 伸介 大阪大学大学院工学研究科 教授

（試験研究評価担当）

阿部 勝憲 八戸工業大学異分野融合科学研究所長 教授

岩田 修一 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授

佐藤 正知 北海道大学大学院工学研究科 教授

嶋 昭紘 (財)環境科学技術研究所長

※ 原子力委員会委員長及び委員については、原子力政策の妥
当性の評価に関する調査審議を行う場合に限り構成員として
出席する。

１．研究開発専門部会設置趣旨

２．研究開発専門部会検討項目

３．研究開発専門部会構成員
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研究開発専門部会研究開発専門部会 開催実績開催実績
■第１回研究開発専門部会〔平成１３年１０月９日（火） １３：３０～１５：３０〕

議題：１． 新たな原子力委員会の体制及び研究開発専門
部会の設置について

２． 革新炉に関する現状と課題について

３． 加速器に関する現状と課題について

４． 原子力試験研究検討会の活動状況について

５． 今後の検討の進め方について

平成２０年８月１９日 検討内容・構成員の見直し

■第２回研究開発専門部会〔平成２０年８月２１日（木） １５：３０～１７：３０〕

議題：１． 研究開発専門部会での審議事項について

２． 我が国の原子力研究開発を取り巻く現状につ
いて

３． 研究開発専門部会の当面の進め方について

■第３回研究開発専門部会〔平成２０年９月２４日（水） １５：３０～１７：３０〕

議題：１． 関係行政機関等からのヒアリング
（文部科学省、日本原子力研究開発機構、
放射線医学総合研究所）

■第４回研究開発専門部会〔平成２０年１０月８日（水） １５：３０～１７：３０〕

議題：１． 関係行政機関等からのヒアリング
（原子力安全委員会、経済産業省、
原子力安全基盤機構）

■第５回研究開発専門部会〔平成２０年１１月１４日（金） １５：３０～１７：３０〕

議題：１． 関係機関等からのヒアリング
（電気事業連合会、電力中央研究所）

２． 海外における原子力研究開発の状況について

３． 研究開発専門部会の今後の進め方について

■第６回研究開発専門部会〔平成２１年１月１６日（金） １０：００～１２：００〕

議題：１． 海外における原子力研究開発の状況について

２． これまでの部会の議論の整理

３． 今後の研究開発の進め方に関する検討の論点
整理

■第７回研究開発専門部会〔平成２１年２月１３日（金） １３：３０～１５：３０〕

議題：１． 原子力研究開発に係る資源・体制のあり方の
検討

２． 大型研究開発施設・設備の有効利用、環境整
備のあり方の検討

３． 研究開発専門部会の今後の進め方について

■第８回研究開発専門部会〔平成２１年３月１７日（月） １３：３０～１５：３０〕

議題：１． 原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方
の検討

２． プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり
方の検討

３． 分離変換技術検討会 報告書（案）について
（報告）
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原子力政策大綱における
原子力研究開発の基本方針
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原子力政策大綱原子力政策大綱（平成（平成1717年年1010月月 原子力委員会決定）原子力委員会決定）

１．原子力利用推進の基盤である安全確保、平和利用、廃棄物管理、人材育成、立
地地域との共生の仕組みや国民の学習機会の整備・充実

２．エネルギー安定供給と地球温暖化対策への原子力発電の一層の貢献
３．放射線の科学技術、工業、農業、医療分野における一層広汎な活用
４．これらを一層効果的・効率的な施策で実現

１．原子力利用推進の基盤である安全確保、平和利用、廃棄物管理、人材育成、立
地地域との共生の仕組みや国民の学習機会の整備・充実

２．エネルギー安定供給と地球温暖化対策への原子力発電の一層の貢献
３．放射線の科学技術、工業、農業、医療分野における一層広汎な活用
４．これらを一層効果的・効率的な施策で実現

安全の確保

多面的・総合的な取組

短･中・長期の取組の並行推進

国際協調と協力の重視

評価に基づく取組と国民との相互理解

基
本
目
標

各取組で重視するべき
共通理念

取組の基本的考え方

活
動
評
価
の
推
進

国
際
的
取
組
の
推
進

研
究
開
発
の
推
進

原
子
力
利
用
の
推
進

基
盤
的
活
動
の
強
化

現状認識

第２章 第３章 第４章 第５章 第６章

１．原子力利用推進の基盤である安全確保、平和利用、廃棄物管理、人材育成、立
地地域との共生の仕組みや国民の学習機会の整備・充実

２．エネルギー安定供給と地球温暖化対策への原子力発電の一層の貢献
３．放射線の科学技術、工業、農業、医療分野における一層広汎な活用
４．これらを一層効果的・効率的な施策で実現

１．原子力利用推進の基盤である安全確保、平和利用、廃棄物管理、人材育成、立
地地域との共生の仕組みや国民の学習機会の整備・充実

２．エネルギー安定供給と地球温暖化対策への原子力発電の一層の貢献
３．放射線の科学技術、工業、農業、医療分野における一層広汎な活用
４．これらを一層効果的・効率的な施策で実現

安全の確保

多面的・総合的な取組

短･中・長期の取組の並行推進

国際協調と協力の重視

評価に基づく取組と国民との相互理解

基
本
目
標

各取組で重視するべき
共通理念

取組の基本的考え方

活
動
評
価
の
推
進

国
際
的
取
組
の
推
進

研
究
開
発
の
推
進

原
子
力
利
用
の
推
進

基
盤
的
活
動
の
強
化

現状認識

第２章 第３章 第４章 第５章 第６章

原子力政策大綱は、今後１０年間程度に進めるべき原子力政策の基本的な考え方を示すものとして原子力委員会が
策定。原子力政策については、多くの府省が関係し、その施策を計画的に遂行していく必要があるため、本大綱を
政府の原子力政策に関する基本方針として尊重し、原子力の研究、開発及び利用を推進する旨を閣議決定。

○原子力委員会において検討にあたって、専門家、事業者、ＮＧＯ等から構成される新計画策定会議を設置し、小委員会等も含め延べ42回、100時間超の審議を実施。

○国民からの意見募集を３回実施するなど、国民各層の意見を幅広く聴取し、審議に反映。

【意見募集等に対する国民からの意見：約3,000件（事前段階 475件、大綱構成案作成段階 758件、原案作成段階 1,717件）】
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第４章．第４章． 原子力研究開発の推進原子力研究開発の推進
＜原子力政策大綱＞（４－１．原子力研究開発の進め方）

原子力発電の公益性の維持のため、核燃料サイクルを含めた既
存技術の安全性、信頼性、経済性、供給安定性、環境適合性等を
絶えず改良・改善していく必要がある。

放射線利用の分野においても、研究開発を通じて様々な改良や革
新の可能性が提起されており、その実現は学術の進歩や産業の
振興をもたらす。

基礎的・基盤的な研究開発活動は、これらの原子力開発利用の技
術に関する基盤を維持し新たな概念を生み出していく。

原子力技術は、（核不拡散・核セキュリティの観点から）どの国を起
源とする技術かが厳格に追求され、自国産の技術でないと国際展
開等に不都合を生じることも少なくないために、他の分野に比べ、
我が国の独自技術を保有することを目指した研究開発を推進する
重要性が高い。

原子力研究開発は、その総合性のゆえに、研究開発手段である大
型研究開発施設等が他の科学技術分野に有力な研究手段を提供
する。

様々な段階にある研究開発課題に並行して取り組むことによって、
その波及効果として様々な技術革新のシーズを提供している。

原
子
力
研
究
開
発
の
意
義
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原子力科学技術のもたらす便益を長期にわたって享受するため、異なる発展段階にあ
る研究開発を並行して推進するべき。

費用対効果、官民分担、国際協力の活用の可能性等の総合的な評価・検討を実施し、
「選択と集中」の考え方に基づいて、研究開発資源を効果的かつ効率的に配分。

第４章．第４章． 原子力研究開発の推進原子力研究開発の推進

４－１．原子力研究開発の進め方

各研究段階における主要取り組み項目

既存軽水炉技術の高度化、遠心法ウラン濃縮技術の
高度化、軽水炉MOX燃料加工技術の確証、高レベル
放射性廃液のガラス固化技術の高度化

既に実用化された技術を改良・改善する段階

放射性廃棄物処分技術、改良軽水炉技術、

軽水炉全炉心MOX利用技術、再処理、放射線利用
革新技術システムを実用化する段階

高速増殖炉サイクル技術
革新的な技術システムを実用化候補まで

発展させる段階

核融合研究開発（ITER計画及び幅広いアプローチ
（BA）活動） 、高温ガス炉及び水素製造、小型加速器
がん治療システム

革新的な技術概念に基づく技術システムの

実現可能性を探索する段階

原子力安全研究、原子力共通基盤技術、保障措置技
術、量子ビームテクノロジー、再処理の経済性の飛躍
的向上を目指す技術、分離変換技術、RI等を利用した
放射線利用研究

基礎的・基盤的段階
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第４章．第４章． 原子力研究開発の推進原子力研究開発の推進

４－２．大型研究開発施設

４－３．知識・情報基盤の整備

４－４．日本原子力研究開発機構の発足と原子力研究開発

知識・技術の移転には、知的財産を適切に管理しつつ、効果的、効率的な技術移転システム等を
構築することが必要。

研究開発機関や研究者、技術者は、研究開発活動の相互乗り入れや相互学習のためのネット
ワークの整備を心がけ、これらを通じ世代を超えた知的財産管理の取組を推進していくべき。

大型の研究開発施設を用いた研究開発の最終成果の利益の大きさのみならず、当該施設が他
分野にもたらす研究水準の飛躍的向上といった外部性についての評価を行って、その建設の可
否を決定していくべき。

大型研究開発施設が多くのユーザに開放され、活用するユーザの利便性の向上や、様々な研究
分野のユーザが新しい利用・応用方法を拓きやすい環境の整備を促進。

原子力基本法に定められる唯一の原子力研究開発機関として、基礎・基盤研究とプロジェクト研
究開発の連携、融合を図り、柔軟性と迅速性を有した研究開発を推進するなどして、国際的な中
核的拠点となることを期待。
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原子力研究開発を
支えるリソース
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国の原子力関係予算国の原子力関係予算

参考 原子力委員会「平成２０年度 原子力研究、開発及び利用に関する計画」

一般会計
１２４７億円

特別会計
３２６９億円

文科省（一般）
１１４０億円

文科省（特会）
１４７４億円

経産省（特会）
１７９５億円

平成２０年度 原子力関係予算額 ４５１６ 億円

電源立地地域対策交付金
１１７９ 億円 日本原子力研究開発機構

１８６１億円

その他の文科省（特会；電源立地対策）分
２２３ 億円

放射線医学総合研究所
１２５ 億円

その他の文科省（一般）分
２５８ 億円

その他の省庁（一般）
１０７ 億円

その他の文科省（特会；電源利用対策）分
７２ 億円

その他の経産省（特会；電源立地対策）分
４４５ 億円

経産省（特会；電源利用対策）
２４６ 億円
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研究開発予算の推移（１）研究開発予算の推移（１）

出典；文部科学省（研究開発専門部会（第３回）資料第１号『我が国の原子力に関する研究開発の状況について』）

(億円)
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H１０ H11 H１２ H１３ H１４ H１５ H１６ H１７ H１８ H１９ H２０

日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル開発機構
日本原子力研究所 放射線医学総合研究所

核融合科学研究所 高エネルギー加速器研究機構
理化学研究所 文部科学省本省

※平成１７年度１０月に日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構は統合し、日本原子力研究開発機構となった。

年度

＜文部科学省関連原子力予算の推移＞
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研究開発予算の推移（２）研究開発予算の推移（２）

※平成１７年度予算額
は、上期分（原研、サ
イクル機構）を下期分
（原子力機構）と合計
したもの。

我が国の研究開発の主たる担い手である日本原子力研究開発機構の予算は減少傾向にある。
平成２０年度は平成８年度（旧２法人の合計）に比べて、約970億円減（約34％減）。（政府支出金
ベース）

我が国の研究開発の主たる担い手である日本原子力研究開発機構の予算は減少傾向にある。
平成２０年度は平成８年度（旧２法人の合計）に比べて、約970億円減（約34％減）。（政府支出金
ベース）
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（億円）

日本原子力研究開発機構（その他事業収入等）

日本原子力研究開発機構（政府支出金）

核燃料サイクル開発機構（その他事業収入等）

核燃料サイクル開発機構（政府支出金）

日本原子力研究所（その他事業収入等）

日本原子力研究所（政府支出金）
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研究開発予算の推移（３）研究開発予算の推移（３）

※政府の支出額中、民間への補助金等は民間の支出額に重複計上され得る。

民間の原子力研究開発支出額は、平成18年度においては、約600億円
で平成７年度の半分に減少。

民間の原子力研究開発支出額は、平成18年度においては、約600億円
で平成７年度の半分に減少。

民間の原子力研究開発の支出額の推移
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7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（億円）

鉱工業 研究支出高

電気事業 試験研究開発費

参考 原子力産業実態調査報告（（社）日本原子力産業協会）
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主な公的研究開発機関の人員の推移

438642604157

24102386236623472322 2294226322082186

28092778272726762626 2385234522852259
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（人）

JAEA 原研 サイクル 放医研

研究開発に係る人員の推移研究開発に係る人員の推移

参考 原子力産業実態調査報告（（社）日本原子力産業協会）

公的研究開発機関の人員は、特殊法人改革に伴い、減少基調にある。（日本原子力研究
開発機構（平成19年度）は原子力二法人統合前の平成8年度と比較して20％減）

民間企業の研究者数も同様に減少傾向が続いている。

公的研究開発機関の人員は、特殊法人改革に伴い、減少基調にある。（日本原子力研究
開発機構（平成19年度）は原子力二法人統合前の平成8年度と比較して20％減）

民間企業の研究者数も同様に減少傾向が続いている。

民間企業の研究者数の推移
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関係機関における
原子力研究開発の取組
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原子力研究開発の取組原子力研究開発の取組（関係機関からのヒアリング）（関係機関からのヒアリング）

--原子力政策大綱に示されている研究開発段階と研究開発項目に基づく整理原子力政策大綱に示されている研究開発段階と研究開発項目に基づく整理 ––
（参考資料に「関係機関における原子力研究開発の取組」を掲載（参考資料に「関係機関における原子力研究開発の取組」を掲載 Ｐ４４－５５）Ｐ４４－５５）

既存軽水炉技術
の高度化

高速増殖炉サイクル
技術

再処理

高温ガス炉
及び水素製造

原子力安全研究
放射性廃棄物

処分技術

原子力共通基盤技術
（核工学、炉工学、材料工
学、原子力シミュレーショ
ン工学等）

保障措置技術

量子ビーム
テクノロジー

分離変換技術

核融合研究開発（ITER計
画及び幅広いアプローチ

（BA）活動）

小型加速器がん
治療システム

改良軽水炉技術

軽水炉全炉心MOX
利用技術

放射線利用

遠心法ウラン
濃縮技術の高度化

MOX燃料加工
技術の確証

基礎的・基盤的な研
究開発

革新的な技術概念に
基づく技術システム
の実現可能性を探索
する研究開発

革新的な技術システ
ムを実用化候補まで
発展させる研究開発

革新的技術システム
を実用化するための
研究開発

既に実用化された技
術を改良・改善する
ための研究開発

再処理の経済性の
飛躍的向上を目指す技術

高レベル放射性廃液ガラ
ス固化技術の高度化

RI等を利用した放射
線利用研究

第３回 研究開発専門部会（文部科学省、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所）

第４回 研究開発専門部会（資源エネルギー庁、原子力安全委員会、原子力・安全保安院、原子力安全基盤機構）

第５回 研究開発専門部会（電気事業連合会、電力中央研究所）

原子力機構がそのポテンシャルを活かして、他機関で
行っている研究開発をサポート
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原子力研究開発の課題
に関する論点
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＜論点－１＞＜論点－１＞

原子力研究開発に係る資源・体制のあり方原子力研究開発に係る資源・体制のあり方

国や民間の、原子力に対する研究開発投資が減少傾向にある中で、多
くの大規模プロジェクトが進行している状況下において、我が国の原子
力技術の基礎基盤的な部分から優先度の高い大規模な開発までをバ
ランス良く支える観点から、国内外での協力、分担を視野に、資金的、
人的資源をどのように有効に配分していくか。
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８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 17年度 １８年度 １９年度

（人）

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
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人員減

原子力科学技術のもたらす便益を長期に
わたって享受するため、異なる発展段階に
ある研究開発を並行して推進するべき。

費用対効果、官民分担、国際協力の活用
の可能性等の総合的な評価・検討を実施し、
「選択と集中」の考え方に基づいて、研究
開発資源を効果的かつ効率的に配分。

＜原子力政策大綱＞（４－１．原子力研究開発の進め方）

予算減

＜原子力関係予算・人員の推移（例）＞
（研究開発専門部会（第２回）資料第３号『我が国の
原子力研究開発を取り巻く状況について』より作成）

問
題
認
識

検
討
の
方
向
性

原子力を取り巻く国際動向や諸外国の原子力政策
（原子力産業政策を含む）、研究開発動向を勘案し
て、我が国が直近に取り組むべき原子力研究開発
について明確化する必要があるのではないか。

原子力政策大綱では、短・中・長期の研究開発活
動を並行して実施すべきとしているところ、短期的
に取り組むべき課題に対して、十分に迅速に技術
開発を実施できる体制、資源配分のあり方につい
て検討すべきではないか。

我が国の原子力研究開発は長期にわたって延々
と実施されているように感じられる。公的原子力研
究開発のプロジェクトマネジメント機能について検
証する必要があるのではないか。
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＜論点－２＞＜論点－２＞

プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方

基礎的・基盤的な研究開発活動は、
我が国の原子力利用を分野横断的
に支え、その技術基盤を高い水準に
維持したり、新しい知識や技術概念
を獲得・創出する目的で行われ、研
究者・技術者の養成にも寄与すると
ころが大きい。

＜原子力政策大綱＞
（４－１－１．基礎的・基盤的な研究開発）

出典；日本原子力研究開発機構（研究開発専門部会（第３回）
資料第２号『原子力研究開発の取組について』より抜粋）

基礎研究は、将来の環境変化や不確かさ
に対する弾力性を保つ意味でも重要であ
ることから、プロジェクト研究と基礎的基盤
的研究との連携も視野に入れた充実を検
討する必要がある。

問
題
認
識

検
討
の
方
向
性

原子力基礎基盤研究が目指すべ
きビジョンとその実現に向けた国内
体制について検討してはどうか。そ
の上で、プロジェクト研究と基礎的・
基盤的研究との連携のあり方につ
いて検討してはどうか。

我が国の原子力研究開発により柔
軟性を持たせ、革新的な技術を創
出しうる研究環境、体制のあり方に
ついて検討すべきではないか。

＜ＪＡＥＡの基礎基盤研究の例＞
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＜論点－３＞＜論点－３＞

原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方

＜原子力政策大綱＞（４－３．知識・情報基盤の整備）

知識・技術の移転には、知的財産を適
切に管理しつつ、効果的、効率的な技術
移転システム等を構築することが必要。

研究開発機関や研究者、技術者は、研
究開発活動の相互乗り入れや相互学習
のためのネットワークの整備を心がけ、
これらを通じ世代を超えた知的財産管
理の取組を推進していくべき。

＜ＪＡＥＡの取組例＞

出典；日本原子力研究開発機構 研究開発専門部会（第３回）
資料第２号『原子力研究開発の取組について』より抜粋）

特にエネルギー利用に関する研究開発に関して、開発期間
が長期に及ぶことから、国が主導してきた研究開発の所要
の成果が、事業環境、社会環境などの変化にも柔軟に対応
できるような、ユーザに有効に技術移転される仕組みを検討
することが必要である。

問
題
認
識

検
討
の
方
向
性

原子力研究開発の開発成果が挙がるまで長期間を要す
ることも踏まえ、研究開発の成果である新しい技術が実
用化する過程（主体が研究機関からユーザに移行してい
く過程）での環境整備のあり方、その際に技術ノウハウが
蓄積されるべき機関について検討してはどうか。

これまでの国の政策が、ユーザを想定した実用化に至る
道筋が検討された研究開発を実施してきたかどうかにつ
いて検証する必要があるのではないか。

原子力に関連する多岐にわたる知識を確実に継承し、将
来においても適切かつ有効に活用していくために、研究
開発の成果として得られた知識を集約、体系化・構造化し
て、民間を含め広く共有することを可能とする知識管理
（ナレッジ・マネジメント）のあり方（原子力技術の体系化
のあり方）について検討してはどうか。
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＜論点－４＞＜論点－４＞

大型研究開発施設・設備の有効利用、環境整備のあり方大型研究開発施設・設備の有効利用、環境整備のあり方

＜原子力政策大綱＞（４－２．大型研究開発施設）

大型の研究開発施設を用いた研究開発の最終成
果の利益の大きさのみならず、当該施設が他分野
にもたらす研究水準の飛躍的向上といった外部性
についての評価を行って、その建設の可否を決定
していくべき。

大型研究開発施設が多くのユーザに開放され、活
用するユーザの利便性の向上や、様々な研究分
野のユーザが新しい利用・応用方法を拓きやすい
環境の整備を促進。

/SPring-8

JRR-3

J-PARC

HIMAC

常陽

JMTR

＜国内の大型施設の例＞

核物質を取り扱うなど原子力に特徴的な研究開発
施設・設備の維持・整備が著しく困難となっている現
状において、それらの有効利用や環境整備のあり方
について、様々な社会的背景を考慮しながら検討し
ていく必要がある。

問
題
認
識

検
討
の
方
向
性

以下の視点を考慮して、大型の研究開発
施設・設備の整備や、その有効利用のあ
り方を整理し、国として維持すべき既設施
設、新たに必要となる施設、改廃すべき施
設などについて検討してはどうか。

○国が整備した大型の研究開発施設・設備を、民間を含め
国レベルで有効に利活用できるような所要の環境を整
備すること

○費用対効果などの観点から、国際協力により海外の施
設・設備を効率的かつ効果的に利用すること

○先端的な原子力の研究開発では、研究用原子炉や大型
加速器など整備される研究開発施設・設備の性能が得
られる成果の意義を大きく左右することを踏まえ、我が
国として原子力分野のみならず広範な科学技術分野へ
の波及も期待される特徴ある施設・設備を整備し、その
特徴をそのまま我が国の「強み」として活かすことができ
るような戦略を整えること
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これまでの
部会における意見の例
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これまでの部会における意見の例これまでの部会における意見の例
（参考資料に「これまでの専門委員意見」を掲載（参考資料に「これまでの専門委員意見」を掲載 Ｐ５６－６５）Ｐ５６－６５）

原子力研究開発に係る資源・体制のあり方 プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方

原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方 大型研究開発施設・設備の有効利用、環境
整備のあり方

□全体を俯瞰統合して研究開発を進めることが重要。個々
の研究がそれぞれうまくいっているかどうかだけではなく、原
子力研究開発全体の中で個々のプロジェクトが評価される
べきであり、全体を見通して評価・資源配分を行う体制、シス
テムが必要ではないか。

□軽水炉技術など民間で実用化している技術の改良などは、
基本的には、民の投資で研究開発するものとしてきたが、こ
の考え方を見直す必要があるのではないか。民も先行投資
がしにくくなっている状況もあり、また、大規模で、開発リスク、
不確実性があり、放っておいてもマーケットでは先に進まな
いものもあり、官民でビジョンを共有し、マーケットを補う活動
も必要ではないか。

□国及び研究開発機関の予算が減少する中で、原子炉、加速
器等の施設を整備し、共有財産として利用していくときの施設
の整備・運営の考え方を整理し、国としての仕組み、予算など
のあり方を検討する必要があるのではないか。

□国内の大型研究開発施設については国全体として有効利用
が図られるべきであるが、民間によるこれらの施設の利用の自
由度がせまいことが問題ではないか（試験条件が合わない、時
間的な要求に応じられない 、利用者やマンパワーに制限があ

る、手続きなどが煩雑、過剰な規制対応が義務付けられる、施
設の老朽化と最新の試験スペックへの適応性の低さなど）。

□長期にわたる技術開発を行うにあたっては、将来的に技術
の移転先となるユーザが早い段階で開発に関わり、ユーザー
サイドの視点を開発に取り込めるようにしていくことが重要では
ないか。また、研究開発が終了して、技術が実用化された後も、
関連分野の研究が行われるような体制を維持するなど、開発
された技術が維持、改善される仕組みが必要ではないか。

□産学官連携では、短期的に、経済的な利益を追求した連携
だけではなく、将来の革新的な技術の創出、産業を支える基礎
データの整備、重要な現象のメカニズム解明などにつながる可
能性のある基礎研究においても、学や公的研究機関のポテン
シャルを活かした連携を進めることが重要ではないか。

□基礎基盤分野の研究があればプロジェクトで直面する課題
を突破できる。開発リスクが大きい、高度な開発を行おうとす
るなら、プロジェクトを支える基礎研究が計画的に行われる必
要がある。プロジェクト側のニーズと基礎基盤側のアイディア
を伝え合えるようなコミュニケーション、そのための仕組みが
重要ではないか。

□基礎基盤研究には、プロジェクトの要素技術の開発に関連
したもののみならず、必ずしもプロジェクトへの反映という直接
的な目的はなくても、物理的・化学的な基礎データの取得、解
析技術の高度化など、原子力を分野横断的に支える研究もあ
り、これらが適切に維持されることも重要ではないか。
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ご意見を頂きたいこと
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ご意見を頂きたいことご意見を頂きたいこと

論点論点ｰー１；原子力研究開発に係る資源・体制のあり方１；原子力研究開発に係る資源・体制のあり方
国や民間の、原子力に対する研究開発投資が減少傾向にある中で、多くの大規模プロジェクトが進行
している状況下において、我が国の原子力技術の基礎基盤的な部分から優先度の高い大規模な開発
までをバランス良く支える観点から、国内外での協力、分担を視野に、資金的、人的資源をどのように
有効に配分していくのか検討する必要があるのではないか。

論点論点ｰー２；プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方２；プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方
基礎基盤研究は、将来の環境変化や不確かさに対する弾力性を保つ意味でも重要であることから、プ
ロジェクト研究との連携も視野に入れ、それを充実するための検討が必要ではないか。

論点論点ｰー３；原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方３；原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方
特にエネルギー利用に関する研究開発に関して、開発期間が長期に及ぶことから、国が主導してきた
研究開発の所要の成果が、事業環境、社会環境などの変化にも柔軟に対応できるような、ユーザに有
効に技術移転される仕組みを検討することが必要ではないか。

論点論点ｰー４；大型研究開発施設・設備の有効利用、環境整備のあり方４；大型研究開発施設・設備の有効利用、環境整備のあり方
核物質を取り扱うなど原子力に特徴的な研究開発施設・設備の維持・整備が著しく困難となっている
現状において、それらの有効利用や環境整備のあり方について、様々な社会的背景を考慮しながら検
討していく必要があるのではないか。



参参 考考 資資 料料
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原子力研究開発
を取り巻く状況
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１．原子力のエネルギー利用１．原子力のエネルギー利用（軽水炉、高速増殖炉、核融合）（軽水炉、高速増殖炉、核融合）

●核融合炉

●軽水炉
（日本の原子力発電所で採用されている形式）

●高速増殖炉（FBR）

原子力

水力

石油

石炭

LNG

その他

計9,958億kWh
(2006年度）

30.5％

原子力は総発電量の１／３

2008年現在、運転中の原発は５５基
（建設中、着工準備中を含めると６９基）

敦賀発電所２号機
（加圧水型軽水炉：PWR）

浜岡原子力発電所
（沸騰水型軽水炉（BWR））

・ITER（国際熱核融合実験炉）計画

建設地：フランス・カダラッシュ
経緯：平成１９年１０月にＩＴＥＲ協定が発効

特徴：
運転しながら、消費した以上の燃料を生み出すことができ、

軽水炉に比べてウラン資源の利用効率を飛躍的に高めること
ができる。ナトリウムの安全な取扱いが技術的な課題。

高速増殖原型炉「もんじゅ」
建設地：福井県敦賀市
経緯：平成7年のナトリウム漏れ事故以降停止中

来年２月の性能試験再開に向け準備中

今後の計画：もんじゅの成果を踏まえ、実証施設(～2025年)、
実用施設（～2050年）を逐次開発。

・国内の核融合炉

JT-60（原子力研究開発機構、

茨城県那珂市）
大型ヘリカル装置

（核融合科学研究所、
岐阜県土岐市） など

ITER

３０ｍ

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）
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２．核燃料サイクル２．核燃料サイクル

軽水炉
サイクル

軽水炉
サイクル

再処理工場

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）

使
用
済
燃
料

高

速

増

殖

炉

使

用

済

燃

料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場

ウラン・プルトニウム
混合燃料

ウラン・
プルトニウム ウラン・

プルトニウム

高速増殖炉用
燃料工場

プルサーマル

高レベル放射性廃棄物

ウラン鉱山 精錬工場 転換工場 濃縮工場

ウラン燃料工場

濃縮ウラ
ン
（固体）

ウラン燃料

濃縮ウラン
（気体）

再転換工場

天然ウラン
鉱石

天然ウラン
精鉱

天然ウラン
（気体）

高速増殖炉
サイクル

高速増殖炉
サイクル

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理施設

高レベル放射性廃棄物
最終処分施設

軽水炉
サイクル

軽水炉
サイクル

再処理工場

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）

使
用
済
燃
料

高

速

増

殖

炉

使

用

済

燃

料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場

ウラン・プルトニウム
混合燃料

ウラン・
プルトニウム ウラン・

プルトニウム

高速増殖炉用
燃料工場

プルサーマル

高レベル放射性廃棄物

ウラン鉱山 精錬工場 転換工場 濃縮工場

ウラン燃料工場

濃縮ウラ
ン
（固体）

ウラン燃料

濃縮ウラン
（気体）

再転換工場

天然ウラン
鉱石

天然ウラン
精鉱

天然ウラン
（気体）

高速増殖炉
サイクル

高速増殖炉
サイクル

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理施設

高レベル放射性廃棄物
最終処分施設

●再処理
使用済み燃料を再処理し、ウランやプルトニウムを取り出す工程。

施設：日本原燃（株）が再処理工場を設置（青森県六ヶ所村）
特徴：核兵器非保有国では初めての再処理施設
予定：本年11月から本格運転開始予定。

●廃棄物の処理・処分
放射能レベルに応じて放射性廃棄物を処分。

高レベル廃棄物の処分：
ガラス固化体で３００ｍ以深に地層処分

実施主体：原子力発電環境整備機構（NUMO）

現状：高レベル廃棄物最終処分地候補の公募中
●プルサーマル

使用済み燃料を再処理して回収したプルトニ
ウムをウランに混ぜた核燃料（MOX燃料）を原

子力発電所で再利用すること。
ウラン資源を節約できるほか、核不拡散の観

点からも有効。

実施計画：
全国の原子力発電所において、平成22

年度までに１６～18基で実施

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）
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３．地球温暖化対策に貢献する原子力３．地球温暖化対策に貢献する原子力((１／４１／４))
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原子力発電の特性

※マーカー付きの破線は２００２～２００６年の原子力の長期停止等の影響がない場合の試算値

わが国における電気事業からのCO2排出量推移

出典）電気事業における環境行動計画（２００７年９月 電気事業連合会）

電源別CO2排出原単位

出典）Comparison of Energy Systems Using Life Cycle Assessment, WEC, 2004より作成

（高、低 ：同カテゴリ中のプラントで、最大または最小の値）
（ＣＣＳ ：炭素回収・貯蔵技術適用プラント ＳＣＲ ：選択的還元触媒によるＮＯｘ除去）

原子力は、太陽光、風力と同様、発電過程でCO2を排出せず、わが国のCO２排出
原単位の削減にも貢献。

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）
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発電容量

現状＋建設計画・構想（2030年頃）

・・原子力発電は原子力発電はCOCO22排出が少ない排出が少ない
大規模電源大規模電源
・・現在、現在、水力と同程度水力と同程度(16%)(16%)の電力の電力
を供給を供給中中

△11億㌧/年

（世界総排出量の４％４％））

約790基、700GW     △20億㌧/年

約435基、370GW
1次ｴﾈﾙｷﾞｰの6％
総発電量の16%

20502050年までの排出量半減には省エネ、年までの排出量半減には省エネ、

再生可能再生可能エネルギー利用エネルギー利用の最大限の実の最大限の実

施と並んで原子力の拡大が不可欠施と並んで原子力の拡大が不可欠

・発電分野は・発電分野は COCO22排出量が大き排出量が大き
く、しかも増加中く、しかも増加中

・排出の少ない電源導入が急務・排出の少ない電源導入が急務

CO2削減効果
(LNG火力との比較）

世界の原子力発電（2006年）

発電↓

産業↓

↑運輸住宅・ｻｰﾋﾞｽ↓

各分野毎の世界のCO2排出量
(直接排出） (国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関の試算例）

2030年時点で以下の達成が必要。

① ｴﾈﾙｷﾞｰ消費を現状の約1.2倍に抑制

② 化石ｴﾈﾙｷﾞｰを現状程度に抑制、約

81%の1次ｴﾈﾙｷﾞｰ比を約約66%に、そ

のうち約1/20にCCSを導入

③ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを約2.1倍に増加、1

次ｴﾈﾙｷﾞｰの21％、発電量の40%に

④ 原子力を約2.4倍(830GW)に増加、1次

ｴﾈﾙｷﾞｰの12％、発電量の22%に

2050年にCO2排出量を半減するには

森林減→

年

原子力委員会 地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談会 報告書

３．地球温暖化対策に貢献する原子力３．地球温暖化対策に貢献する原子力((２／４２／４))

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）
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１ 国際的な共通認識の形成と枠組みの構築

－CDM等への組込み、ポスト京都議定書での位置づけ、投資促進方策の検討

２ 核不拡散・原子力安全・核セキュリティ確保

－国際原子力機関(IAEA)強化、国際的な基準・勧告の策定、保障措置強化

３ 導入国の基盤整備支援

－我が国の技術力活用、金融・保険制度活用

４ 革新的技術開発と世界への展開

－多様化・高度化のための革新技術開発、高速炉等将来技術開発、ロードマップの策定

５ 国内課題への取組の強化

－耐震安全性確認、高レベル放射性廃棄物処分場立地、定格出力向上、設備利用率向上

６ 国民との相互理解活動の強化

－安全確保の取組の透明性・公開性確保、国民・自治体との対話機会・コミュニケーション充実

我が国は、省エネ、再生可能エネルギー利用と並んで、温室効果ガスをほとんど排出しない原子力の
利用が、核不拡散、安全及び核セキュリティを確保しつつ、地球規模で一層拡大していくよう、積極的
に取り組むべき。

３．地球温暖化対策に貢献する原子力３．地球温暖化対策に貢献する原子力((３／４３／４))

原子力委員会 地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談会 報告書

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）
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３．地球温暖化対策に貢献する原子力（４／４３．地球温暖化対策に貢献する原子力（４／４))

地球温暖化対策に貢献する原子力の革新的技術開発ロードマップ（平成２０年７月１５日 原子力委員会決定）

2000 2010 2020 2030 2040 2050
●次世代軽水炉●次世代軽水炉

・耐震安全の確保、高経年化対策の実施、高燃焼度化等の高度利用
・検査システムの高度化等による設備利用率の向上

（経済性（建設工期30ヶ月以下）、持続可能性（プラント設計寿命80年）、立地制約（免震技術の採用）の向上）

●中小型炉●中小型炉

●●安全確保を大前提とした安全確保を大前提とした現行軽水現行軽水炉の炉の高度利用高度利用

・国内リプレース対応
・世界標準炉として海外市場へ展開

・要素技術の開発

・放射性廃棄物処理、処分技術等、

核燃料サイクル技術、廃止措置技術

◇革新的な環境エネルギー技術の実現に貢献 ・高機能半導体、燃料電池・水素貯蔵材料、高発電効率太陽電池パネル等の開発の基盤技術

◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術

◇原子力利用を支える基礎基盤技術◇原子力利用を支える基礎基盤技術
・安全、核不拡散の確保等

・実用規模の水素製造の実証 ●●原子力による革新的水素製造技術原子力による革新的水素製造技術

（実証を経て、経済性、安全性、信頼性の一層の向上を図り、大型炉とは異なる市場を対象として、世界展開を実現）

●高速●高速増殖増殖炉炉

・商業炉
ウラン資源利用率の飛躍的な向上
放射性廃棄物の大幅な減少

・原型炉「もんじゅ」

・実証炉・要素技術の開発

核融合炉
ITER計画
幅広いアプローチ建設 運転 実用化の目途

【民主導の取組を国が支援】
・大幅なコンパクト化
・メンテナンスコストの低減
・導入国のニーズへの対応

海外市場への展開

CO２を排出しない水素製造技術の実現
熱→水素の効率は、40～50％、熱→電気→水素の効率は、19～24％

・水素製造技術の確証
・HTTRによる実証・実用化データ取得

2000 2010 2020 2030 2040 2050
●次世代軽水炉●次世代軽水炉

・耐震安全の確保、高経年化対策の実施、高燃焼度化等の高度利用
・検査システムの高度化等による設備利用率の向上

（経済性（建設工期30ヶ月以下）、持続可能性（プラント設計寿命80年）、立地制約（免震技術の採用）の向上）

●中小型炉●中小型炉

●●安全確保を大前提とした安全確保を大前提とした現行軽水現行軽水炉の炉の高度利用高度利用

・国内リプレース対応
・世界標準炉として海外市場へ展開

・要素技術の開発

・放射性廃棄物処理、処分技術等、

核燃料サイクル技術、廃止措置技術

◇革新的な環境エネルギー技術の実現に貢献 ・高機能半導体、燃料電池・水素貯蔵材料、高発電効率太陽電池パネル等の開発の基盤技術

◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術

◇原子力利用を支える基礎基盤技術◇原子力利用を支える基礎基盤技術
・安全、核不拡散の確保等

・実用規模の水素製造の実証 ●●原子力による革新的水素製造技術原子力による革新的水素製造技術

（実証を経て、経済性、安全性、信頼性の一層の向上を図り、大型炉とは異なる市場を対象として、世界展開を実現）

●高速●高速増殖増殖炉炉

・商業炉
ウラン資源利用率の飛躍的な向上
放射性廃棄物の大幅な減少

・原型炉「もんじゅ」

・実証炉・要素技術の開発

核融合炉
ITER計画
幅広いアプローチ建設 運転 実用化の目途

【民主導の取組を国が支援】
・大幅なコンパクト化
・メンテナンスコストの低減
・導入国のニーズへの対応

海外市場への展開

CO２を排出しない水素製造技術の実現
熱→水素の効率は、40～50％、熱→電気→水素の効率は、19～24％

・水素製造技術の確証
・HTTRによる実証・実用化データ取得

※

※ ロードマップは現時点での見込みであり、その推進は各々の段階での評価等を経て、見直されることを前提としている。

地球温暖化対策に貢献する原子力技術について、地球温暖化対策に貢献する原子力のビジョン、ビジョンを達成
するための技術システム、ビジョンを実現するための技術開発ロードマップ 等について検討し、とりまとめを実施。

原子力の革新的技術開発ロードマップ（概要）
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４．４．我が国の原子力研究開発の推進体制我が国の原子力研究開発の推進体制

原子力委員会

• 科学技術の総合的かつ計画的な振興
を図るための基本的な政策について
の調査・審議

• 予算、人材等の資源の配分の方針など
重要事項についての調査・審議

• 科学技術に関する大規模な研究開発等
についての評価 等

内閣府

文部科学省

科学技術水準向上に関する原子力
研究開発

経済産業省

エネルギーに関する
原子力政策

資源エネルギー庁

その他各省

○厚生労働省

○農林水産省

○国土交通省
等

総合科学技術会議

以下の事項などに関する企画・審議・決定
• 原子力の研究・開発及び利用（以下「原子力
利用」という）に関する政策

• 原子力利用に関する経費の見積り及び配分計画
• 原子力利用に関する試験及び研究の助成 等

原子力人材養成 等

科学技術に関する原子力政策

高速増殖炉サイクル技術開発、
核融合研究開発、加速器科学研究、
量子ビーム研究、安全研究 等

エネルギー利用に関する
原子力技術開発

核燃料サイクル技術開発、
高レベル廃棄物処分技術開発 等

原子力発電の推進、プルサーマル
を含む核燃料サイクル事業の推進

原子力安全委員会

「原子力の重点安全研究
計画」に基づく安全研究の
推進

原子力
安全・
保安院

安全規制
に資する
安全研究
の実施

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）



37

５．５．我が国の主な原子力研究開発機関（我が国の主な原子力研究開発機関（１／３１／３））

原子力科学技術に関する基礎的研究及び応用の研究

原子力ニ法人の統合
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<政府系研究開発機関>

●独立行政法人 日本原子力研究開発機構

※平成１７年１０月に旧日本原子力研究所・核燃料サイクル開
発機構を統合し、原子力の研究開発を総合的に実施する
独立行政法人 日本原子力研究開発機構を設置

業務内容：

○原子力に関する基礎的研究・応用の研究

○核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な業務

・高速増殖炉サイクル技術の開発

・核燃料物質の再処理に関する技術開発

・高レベル放射性廃棄物の処理処分に関する技術開発 等

○原子力に関する研究者及び技術者の養成、訓練 等

（所在地 茨城県東海村）

５．５．我が国の主な原子力研究開発機関（我が国の主な原子力研究開発機関（２／３２／３））

Ｈ20予算：1861億円(政府支出金)

人員（H19年度末職員数）：4,157名
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独立行政法人 原子力安全基盤機構

※その他、国の原子力試験研究費を財源に原子力の研究開発を実施している国の機関や独立行政法人等は、
産業技術総合研究所、物質・材料研究機構等の１４機関。予算規模は７億円（Ｈ２０年度現在）。

<民間研究開発機関>

●公益法人 財団法人 電力中央研究所

５．５．我が国の主な原子力研究開発機関（我が国の主な原子力研究開発機関（３／３３／３））

(所在地：東京都港区)

業務内容：原子力施設及び原子炉施設に関する検査その他これに類する業務
原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価 等

(所在地：東京都千代田区) Ｈ20予算：337億円

財団法人 エネルギー総合工学研究所 (所在地：東京都港区) Ｈ20予算：13億円

※原子力関係はこのうちの一部

※Ｈ20予算：980億円 人員（Ｈ19）：678人

（所在地：埼玉県和光市）

業務内容：科学技術（人文科学のみに係るものを除く。）に関する試験及び研究を行う
こと 等

独立行政法人 理化学研究所

●独立行政法人
（続き） （所在地：千葉県千葉市）

独立行政法人 放射線医学総合研究所

業務内容：放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療
並びに放射線の医学的利用に関する研究開発 等

Ｈ20予算：153億円 人員（Ｈ19）：372人

Ｈ20予算：238億円 人員（Ｈ19）：449人

※
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大学・大学院：原子力関連専攻一覧(2007年度)

６．６．大学等における教育研究（大学等における教育研究（１／２１／２））

名古屋大学 工学部 物理工学科

工学研究科 マテリアル理工学専攻

〃 量子工学専攻

東京海洋大学 海洋工学部 海洋電子機械工学科

海洋科学技術研究科 海洋システム工学専攻

東京工業大学 理工学研究科 原子核工学専攻

東京大学 工学部 システム組成学科

環境・エネルギーシステムコース

工学研究科 システム量子工学専攻

〃 原子力国際専攻

〃 原子力専攻（専門職大学院）

筑波大学 工学システム学類 エネルギー工学主専攻

システム情報工学研究科 構造エネルギー工学専攻

茨城大学 理工学研究科 応用粒子線科学専攻

〃 機械工学専攻（動力エネルギーシステム）

東北大学 工学部 機械知能 ・航空工学科

〃 ・機械システムデザインコース

〃 ・量子サインコース

工学研究科 量子エネルギー工学専攻

北海道大学 工学部 機械知能工学科

工学研究科 エネルギー環境システム専攻

〃 量子理工学専攻

福井工業大学 工学部 原子力技術応用工学科

工学研究科 応用理化学専攻

近畿大学 理工学部 電気電子工学科 エネルギー・環境コース

総合理工学研究科 物質系工学専攻

東海大学 工学部 エネルギー工学科

工学研究科 応用理学専攻 原子力工学コース

武蔵工業大学 工学部 環境エネルギー工学科

工学研究科 エネルギー量子工学専攻

九州大学 工学部 エネルギー科学科

工学府 エネルギー量子工学専攻

総合理工学府 先端エネルギー理工学専攻

神戸大学 海事科学部 マリンエンジニアリング課程

海事科学研究科 マリンエンジニアリング講座

大阪大学 工学部 環境エネルギー工学科

工学研究科 環境・エネルギー工学専攻

京都大学 工学部 物理工学科 原子核工学サブコース

工学研究科 原子核工学専攻

福井大学 工学研究科 原子力・エネルギー安全工学専攻

多少とも原子力関連の講座が存在する学科、専攻を網羅したもの。

青字下線は大学院。

出典）原子力人材育成関係者協議会 報告書（（社）日本原子力産業協会）より作成
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６．６．大学等における教育研究（大学等における教育研究（２／２２／２））

電気通信大学レーザー新世代研究センター

東京工業大学原子炉工学研究所

東京大学アイソトープ総合センター

〃 原子力工学研究施設

〃 人工物工学研究センター

筑波大学研究基盤総合センター

〃 応用加速器部門

〃 アイソトープセンター

〃 プラズマ研究センター

福島県立医科大学附属放射性同位元素研究施設

東北大学理学部附属原子核理学研究施設

〃 サイクルトロン・ラジオアイソトープセンター

〃 金属材料研究所

〃 材料試験炉利用施設

〃 極低温科学センター

北海道薬科大学RIセンター

北海道大学アイソトープ総合センター

〃 エネルギー変換マテリアル研究センター

日本大学量子科学研究所

早稲田大学理工学総合研究センター

立教大学原子力研究所

武蔵工業大学原子力研究所

立命館大学理工学研究所

京都薬科大学ＲＩセンター

京都大学放射線生物研究センター

〃 化学研究所付属原子核科学研究施設

〃 原子炉実験所

〃 エネルギー理工学研究所

名古屋大学アイソトープ総合センター

静岡大学理学部附属放射化学研究施設

岐阜薬科大学放射性同位元素研究施設

金沢大学理学部付属低レベル放射能実験施設

〃 アイソトープ総合研究施設

富山大学水素同位体科学研究センター

長岡技術科学大学ラジオアイソトープセンター
大阪府立大学先端科学イノベーションセンター

神戸大学研究基盤センターアイソトープ部門

大阪大学理学研究科原子核研究実験施設

〃 レーザーエネルギー学研究センター

〃 核物理研究センター

近畿大学原子力研究所

九州大学アイソトープ総合センター

福岡大学ＲＩセンター

広島大学原爆放射線医科学研究所

②国立大学法人及び私立大学の研究所

①大学共同利用機関法人

自然科学研究機構核融合科学研究所

出典）原子力ポケットブック2007年版に基づき作成

高エネルギー加速器研究機構
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７．７．研究開発に係る施設研究開発に係る施設（１／２）（１／２）

原子力施設の運転維持費に多額の費用を要するため、民間・大学や公的研究機関
における施設維持は困難となっており、廃止措置が講じられている。

原子力施設の運転維持費に多額の費用を要するため、民間・大学や公的研究機関
における施設維持は困難となっており、廃止措置が講じられている。

RI工業利用、放射線分析及び医療照射を目的と
して設置。

日立エンジニアリン
グ（川崎）

日立教育訓練用原子炉

研究、教育訓練、アイソトープ生成及び医療用を
目的として設置。

武蔵工大（川崎）武蔵工業大学炉

原子力実験船及び船舶用原子炉を設計製造し、
これを実験的に航海あるいは運転せしめ、原子
力船及び船舶用原子炉として具備すべき諸条件
及び問題点の解明等を行う総合的研究開発の実
施を目的として設置。

ＪＡＥＡ（むつ）原子力船「むつ」

重水減速・沸騰軽水冷却型動力炉の核的特性及
び核燃料施設の臨界安全に関する実験データを
得ることを目的として設置。

ＪＡＥＡ（大洗）重水臨界実験装置

HTTRの基本設計炉心、詳細炉心、部分炉心を模
擬したもので構成し、各種の炉心体系に対する核
的測定を行い、多目的高温ガス実験炉の核設計
精度の向上に資するための炉物理実験を実施す
ることを目的に設置。

ＪＡＥＡ（東海）高温ガス炉臨界実験装置

教育訓練及び原子炉製造技術の研究を目的とし
て設置。

東芝（川崎）東芝教育訓練用原子炉

原子炉燃料・材料の照射試験研究、RI生産、放
射化分析、その他基礎研究に必要な照射試験を
実施することを目的に設置。

ＪＡＥＡ（東海）ＪＲＲ－２

教育及び研究を目的として設置。立教大学（横須賀）立教大学炉

施設の設置目的所有者（所在地）施設名

うち、廃止措置中の施設

①原子力研究を支える試験研究用の原子炉施設
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国内の大型施設を用いて、放射線利用研究開発および産業利用が推進されている。国内の大型施設を用いて、放射線利用研究開発および産業利用が推進されている。

②国内の大型の放射線関連施設

安全性研究革新的水冷却炉開発

TIARA;JAEA高崎量子
応用研究所（1991年完成）

/

J-PARC:JAEA・高エネルギー加速器研究

機構が、東海村J-PARCセンターに設置
（2008年完成）

JRR-3:JAEA東海研究開発
センター（1990年に改造）

極短パルス高強度レーザー：JAEA
関西光科学研究所（2003年に発振成功） HIMAC:放射線医学総合研究所(1994年完成）

・世界初の重粒子線がん

治療装置。

・がん治療のほか、重粒

子を利用した医学、生物、

物理、工学実験等を実施。

（建設費326億円、年間運

営費58億円※３）

重イオンマイクロビームの

シングルイオン照射が大

気中で可能な世界唯一の

施設

・環境・エネルギー、ライフ

サイエン・医療、ナノテク

材料と産業利用の推進

（建設費118億円、年間運

転費4億円）
・世界最高性能の中性子

源（ JRR-3のピーク強度

の百倍以上）

・ナノテクノロジー・材料、

ライフサイエンス・医療、

素粒子物理などの先端的

研究と産業利用の推進

（建設費1,524億円、年間

運転費190億円※２）

・世界3位の強度を持つ中

性子研究用原子炉

・材料、ライフサイエンス

などの先端的研究と産業

利用の推進

（建設費320億円、年間運

転費16億円）

・蓄積リング内電子エネ
ルギー8GeV（世界最高

性能）

・ナノテクノロジー・材料、
環境・エネルギー、ライフ
サイエンスなどの推進

（建設費1,089億円、運転
費92億円※１）

・小型レーザーで世界最
高出力850兆ワット（0.85 
ペタワット）の光発生

・超高強度光場による高
エネルギーイオン・電子源
の開発

（建設費34億円、年間固
定費0.8億円）

SＰring-8：旧日本原子力研究
所・理化学研究所が播磨に設
置（1997年に放射光発生、供用

開始）

※１ 法令に基づく利用促進業務（利用者選定業務及び利用支援業務）に必要な経費等も含んだ予算額
※２ フルパワー運転時 ※３重粒子線がん治療装置の高度化に係る研究開発費等も含んだ予算額

７７．研究開発に係る施設．研究開発に係る施設（２／２）（２／２）

（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）（第２回部会資料第３号「我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について」より）
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関係機関における
原子力研究開発の取組
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１．基礎的・基盤的な研究開発（１／５）１．基礎的・基盤的な研究開発（１／５）

Ⅰ．規制システム分野

● リスク情報の活用

● 事故・故障要因等の解析評価技術

Ⅱ．軽水炉分野

● 安全評価技術

● 材料劣化・高経年化対策技術

● 耐震安全技術

Ⅲ．核燃料サイクル施設分野

● 安全評価（臨界安全、火災・爆発、閉じ込め、

中間貯蔵、輸送、データベース等）技術

Ⅳ．放射性廃棄物・廃止措置分野

● 地層処分技術

● 余裕深度処分・浅地中処分技術

● 廃止措置技術（廃止措置、関連する廃棄物の処理技術等）

○原子力安全研究

実施機関：原子力安全委員会、原子力安全・保安院、原子力安全基盤機構、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所

実施内容：原子力安全委員会の定める「原子力の重点安全研究計画」に沿って、各研究機関が研究開発を実施。

重点安全研究計画が定める重点安全研究分野（７分野１２項目）

Ⅴ．新型炉分野

● 高速増殖炉の安全評価技術

Ⅵ．放射線影響分野

● 放射線リスク・影響評価技術

Ⅶ．原子力防災分野

● 原子力防災技術

* 原子力安全委員会、原子力安全・保安院、原子力安全基盤機構等に関係する「基礎的・基盤的な研究開発」以外の段階に位置づけられている技術に関ついて

の研究開発は、本資料においては「原子力安全研究」として分類し、上記に含まれるものと見なしている。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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１．基礎的・基盤的な研究開発（２／５）１．基礎的・基盤的な研究開発（２／５）

○原子力安全研究（続き）

実施機関：電力中央研究所

実施内容：軽水炉高経年化（照射脆化の高精度予測と規格化等）、放射線安全（低線量放射線影響評価等）に

関する研究を実施。

○原子力共通基盤技術

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構、電力中央研究所

実施内容：

・我が国における原子力研究の裾野をひろげ、効率的・効果的に基礎的・基盤的研究の充実を図るための公募

事業「原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ」を行っている（文部科学省）。

・炉物理、核データ、熱流動、材料工学、燃料工学、シミュレーション工学、放射線工学、環境工学等の分野の

研究開発に取組んでいる（日本原子力研究開発機構）。

・リスク情報評価、革新エネルギーシステムの技術概念構築と評価、燃料・炉心技術、水化学管理技術、ヒュー

マンファクタ研究、免震・耐震技術等の分野の研究開発に取組んでいる（電力中央研究所）。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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１．基礎的・基盤的な研究開発（３／５）１．基礎的・基盤的な研究開発（３／５）

○保障措置技術（核不拡散に関する研究も含む）

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構

実施内容：

・核物質管理、保障措置に関する技術開発を実施した。高度環境分析研究棟（CLEAR）では、保障措置環境試料

の分析を実施するとともに、分析法の高度化のための研究開発を行っている。

・包括的核実験禁止条約（CTBT）に基づく検証技術開発及び体制構築支援、露解体プルトニウムへの技術支援、

核不拡散政策に係る政策研究等、核不拡散に関する研究開発を実施。

○量子ビームテクノロジー

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構

実施内容：

・JRR-3、TIARA、SPring8など、中性子、荷電粒子、放射光等の量子ビームを利用し、ライフサイエンス、ナノテク

ノロジー等の多様な科学技術分野における研究開発や産業活動の促進に貢献。

・大強度陽子加速器（J-PARC）の開発を進め、ビーム供用を平成20年12月に開始した。今後、多彩な二次粒子

ビームを利用して、物質科学、生命科学、原子核・素粒子物理学など、基礎科学から産業応用までの幅広い

研究開発を推進する。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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１．基礎的・基盤的な研究開発（４／５）１．基礎的・基盤的な研究開発（４／５）

○再処理の経済性の飛躍的向上を目指す技術

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構等

実施内容：湿式再処理の抽出剤、機器の開発、湿式以外の再処理プロセスに関する基礎研究を行っている。

○分離変換技術＊

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構、電力中央研究所

実施内容：

・高速増殖炉サイクル実用化研究開発の中で、マイナーアクチニドの分離変換（混合酸化物燃料・湿式再処理、

均質リサイクル、非均質リサイクル）の研究開発を実施している（文部科学省、日本原子力研究開発機構） 。

・高速増殖炉サイクル（金属燃料・乾式再処理）による分離変換の研究開発を実施しており、TRU含有金属燃料

の製造、照射試験及び照射後試験を実施している（電力中央研究所）。

・加速器駆動型未臨界炉（ADS）による分離変換研究開発を実施している（文部科学省、日本原子力研究開発

機構）。

* 原子力委員会 分離変換技術検討会のヒアリングに基づき、上記の取組が行われていることを確認した。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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１．基礎的・基盤的な研究開発（５／５）１．基礎的・基盤的な研究開発（５／５）

○RI等を利用した放射線利用研究

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所

実施内容：

・「原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ」において放射線利用（医療・農業・工業利用等）の公募事業を行って

いる（文部科学省）。

・中性子ラジオグラフィー技術の研究開発、核医学診断時等における被ばく線量推定の核種データベース（MIRD）

の開発等を実施した（日本原子力研究開発機構）。

・精神・神経疾患、腫瘍等のイメージング、次世代イメージング技術、分子プローブ放射性薬剤合成技術の開発を

実施している（放射線医学総合研究所）。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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２．革新的な技術概念に基づく技術システムの２．革新的な技術概念に基づく技術システムの
実現可能性を探索する研究開発実現可能性を探索する研究開発

○核融合研究開発（ITER計画及び幅広いアプローチ（BA）活動）

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構

実施内容：

・ITER協定の国内機関として、機器調達（超伝導コイル等）、ITER機構への人員派遣等の活動を行っている。

・BA協定の実施機関として、施設・設備の整備（JT-60SAの設計・製作等）、研究開発活動（原型炉設計等）の推進

を行っている。

・炉心プラズマ（定常高ベータ化等）、核融合工学（第一壁製作技術等）の分野の研究開発に取組んでいる。

○高温ガス炉及び水素製造

実施機関：文部科学省、日本原子力研究開発機構

実施内容：

・高温工学試験研究炉（HTTR）を活用し、水素製造と発電の実現が可能な高温ガス炉技術開発を実施している。

・高温ガス炉及び高速増殖炉からの高温の核熱を利用した熱化学法による水素製造技術開発を実施している。

○小型加速器がん治療システム

実施機関：文部科学省、放射線医学総合研究所

実施内容：HIMACにおける実績を踏まえ、小型、省コスト化した重イオン加速器がん治療システムの実証機にかか

る研究開発及び導入の支援を行っている。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）



51

３．革新的な技術システムを実用化候補にまで３．革新的な技術システムを実用化候補にまで
発展させる研究開発発展させる研究開発

○高速増殖炉サイクル技術

実施機関：文部科学省、資源エネルギー庁、日本原子力研究開発機構、電気事業者、電力中央研究所

実施内容：

・2050年よりも前の商業炉の開発、2025年頃までの実証炉の実現を目指し、高速増殖炉サイクルの実用施設及び

その実証施設の概念設計を2015年に提示することを目標に「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進して

いる（文部科学省、資源エネルギー庁、日本原子力研究開発機構、電気事業者、電力中央研究所）。

・革新的原子力システム（原子炉、再処理、燃料加工）の実現に資するため、競争的研究資金制度を適用した提案

型公募事業を実施（文部科学省）。

・高速増殖原型炉 「もんじゅ」の運転再開に向けた取組を行っている（文部科学省、日本原子力研究開発機構）。

・高速実験炉「常陽」を使った研究開発（現在トラブルにより停止中）等を実施している（文部科学省、日本原子力研

究開発機構）。

・高速炉用金属燃料製造技術、乾式再処理プロセスの確証試験等、金属燃料サイクルの研究開発を実施している

（電力中央研究所）。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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４．革新技術システムを実用化するための研究開発４．革新技術システムを実用化するための研究開発
((１／２）１／２）

○放射性廃棄物処分技術
実施機関：文部科学省、資源エネルギー庁、日本原子力研究開発機構、電気事業者、電力中央研究所

実施内容：

・深地層の地層研究施設等を活用し、深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度

化に関する研究開発を実施し、処分事業や安全規制を支える知識基盤として体系化するための研究を実施して

いる（文部科学省、資源エネルギー庁、日本原子力研究開発機構）。

・放射性廃棄物処理処分、原子炉廃止措置について電力共研を実施している（電気事業者）。

・バックエンド事業支援のための研究として、地質環境特性の調査・評価に関わる技術開発などの高レベル放射性

廃棄物処分関連研究、低レベル放射性廃棄物処分、リサイクル燃料の輸送・貯蔵に関する研究を行っている（電

力中央研究所）。

○改良軽水炉技術

実施機関：資源エネルギー庁、電気事業者、電力中央研究所

実施内容：

・ ２０３０年前後に見込まれる国内既設原子力発電所の大規模な代替需要に対応し、かつ、世界市場も視野に入

れて世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を実施（資源エネルギー庁、電気事業者）。

・中小型炉の経済性及び安全性等の一層の向上に必要となる要素技術の開発の支援（資源エネルギー庁）

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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○軽水炉全炉心MOX利用技術

実施機関：資源エネルギー庁

実施内容：全炉心MOX-ABWR技術開発の実施。

○再処理

実施機関：資源エネルギー庁、電気事業者、日本原子力研究開発機構

実施内容：

・六ヶ所再処理施設関連技術の研究の実施（電気事業者）。

・新型転換炉ふげんのＭＯＸ燃料の再処理試験の実施（日本原子力研究開発機構）。

○放射線利用

実施機関：文部科学省、放射線医学総合研究所

実施内容：HIMACを使用した重粒子線がん治療にかかる研究開発を実施している。

４．革新技術システムを実用化するための研究開発４．革新技術システムを実用化するための研究開発
（２／２）（２／２）

* この段階にある技術については、日本原子力研究開発機構がポテンシャルを活かして、他機関で行っている

研究開発のサポートを行っている。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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５．既に実用化された技術を改良・改善するための５．既に実用化された技術を改良・改善するための
研究開発（１／２）研究開発（１／２）

○既存軽水炉技術の高度化
実施機関：電気事業者、電力中央研究所

実施内容：

・高経年化対応、耐震安全性向上に関する取組を行っている（電気事業者、電力中央研究所）。

・プラント運営技術（プラントライフマネジメント、材料技術）、原子炉燃料技術（高燃焼度燃料、MOX燃料）、安全設

計技術（安全性の高度化関連技術、設計基準事故評価、耐震設計）、プラント設計技術などを電力共研として実

施している（電気事業者）。

○遠心法ウラン濃縮技術の高度化
実施機関：資源エネルギー庁、電気事業者

実施内容：ウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上等のため、長期信頼性、経済性に優れる新型遠心分離機の

開発した。最終仕様に基づく新型遠心機を多数台組み合わせたカスケード試験を実施している。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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５．既に実用化された技術を改良・改善するための５．既に実用化された技術を改良・改善するための
研究開発（２／２）研究開発（２／２）

○高レベル放射性廃液のガラス固化技術の高度化

実施機関：資源エネルギー庁

実施内容：ガラス溶融炉の高度化開発の実施。

* この段階にある技術については、日本原子力研究開発機構はポテンシャルを活かして、他機関で行っている

研究開発のサポートを行っている。

○軽水炉MOX燃料加工技術の確証
実施機関：電気事業者

実施内容：国内MOX燃料加工技術を電力共研で実施。

（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）（第６回部会資料第２号「原子力研究開発に関する関係機関の取組状況の概要」より）
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これまでの
専門委員意見
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１．原子力研究開発に係る資源・体制のあり方（１／３）１．原子力研究開発に係る資源・体制のあり方（１／３）

重要そうなところに集中する等の対応を
しないと、結局は、ここで議論しようとし
ていることは実現できないのではないか。

新規のものを作るとき、安全
でないものをつくることはな
いわけであり、安全を切り分
けて考えることは難しい。安
全研究という仕分けで無理
に研究を分けるのは適切で
はないのではないか。

「選択と集中」
するのではな
く、いい研究を
引き上げてい
くという取組を
してはどうか。

実用化に近い段階になるほ
ど、予算を集中することが
必要であるが、基礎的な段
階のものはそれに比べれ
ば必要な予算はずっと小額
であると考えられる。した
がって、選択と集中は段階
に応じて考えるべき。

政策大綱で分類した４つのカ
テゴリへの投資（人材や予算）
の「適正バランス」についての
「骨太の方針」はあるのか。次
期の政策大綱でそういうもの
を審議するとか、原子力委員
会で別途考えることがあっても
よろしいのではないか。

古くなってきた大き
な施設の維持と管
理に多大なコスト
（人、物、金）がか
かっているケース
がないか気になる。
事業者（JAEA）から、
「施設の廃止」と
「継続的な利用」の
戦略を聞いて、そ
の妥当性を確認し
ておく必要がある
のではないか。

１歩踏み込んでスクラップ＆ビ
ルドできるか、如何に具体的な
形で政策を評価し、目標を提示
できるか、基礎研究の充実の
再認識、フィージビリティという
軸が入っているかという指摘も
あるが、今後予算・人員をどう
配分するか、という観点から
突っ込んだ議論をしたい。

本来のR&D以外に、人材
育成、独立行政法人の評
価、人員削減をやってお
り、かなり大変な状況に
あると考えられる。本来業
務である研究開発の活動
が損なわれないかという
心配はないか。

大きなプロジェ
クトの何％かは
安全研究に配
分する、という
ようなポリシー
があるべき。

研究開発は実施前にあらかじめ評価できるも
のは少ない。実施以前に未知のものを評価し、
排除するのは危険。研究開発では未知性が
充実していないと硬直した研究になってしまう。
国は硬直した研究ではなく、もっと世界の先頭
に立つような研究をやるべき。
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１．原子力研究開発に係る資源・体制の１．原子力研究開発に係る資源・体制のあり方あり方（２／３）（２／３）

かつては民間がやることについては、
国が立ち入らないこととしてきたがこ
の考えを見直す必要があるのでは
ないか。原子力業界全体で官民がう
まく役割分担して、研究開発を進め
ていく新しい仕組みが必要。産学官
連携について新しい仕組みを考えて
ことも重要と考えている。

現場で課題が出た
とき、解決に長期を
要するようでは現
場での解決につな
がらない。迅速に
技術開発を実施で
きる体制が重要。

研究を管理・統制されているような
場には、いい人は来ないのではな
いか。より自由な雰囲気のところを
好むのではないか。できるだけ、管
理、マネジメント的なところを後退さ
せた方がよいのではないか。

海外では本当に必
要なところに人材を
配置するようなマネ
ジメントをしている。

民間で実用化しているものはマー
ケットに任せていればよいが、大
規模で、リスク、不確実性があり、
放っておいてもマーケットでは先
に進まないもの、できないものは、
官民がビジョンを共有し、チェック
しつつ進めていく必要があるので
は。国としてマーケットを補う活動
も必要ではないか。

短期の課題として、アップレート、高
燃焼度、長期サイクル運転などの設
備利用率向上に資する課題、また、
ほかに経年劣化の問題もある。これ
らに国としてもコミットしていく必要が
あるのではないか。

全体を見通せる体制、シ
ステムが必要ではないか。
メーカ、電気事業者の資源
は限られており、この配分
をしっかりやっていく必要
がある。

かつては、旧原研に
行けばいろいろな専
門家がいて、何でも
相談できるという雰
囲気があった。その
ような体制も必要で
はないか。

安全研究では、規制側も推進側も同
じデータをとって逆から見ているよう
な面がある。リソースを節約する観
点から、規制側も研究開発に携わる
ことも考えててはどうか。

安全研究においては、規制側と研究
開発機関で、何が規制上重要な課
題であるかについて早い段階でコ
ミュニケーションをとって明らかにし、
共有していくことが重要。

安全研究というとお金をかけるという習
慣があり、今も安全研究の予算が大き
く、推進と分離された形で研究が行わ
れるという状況になっていないか（本来、
規制は、安全の観点から審査し、判断
するのが役割であり、予算をかけて研
究するだけでなく、規制側が専門性を
高めるのが本質ではないか）。
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１．原子力研究開発に係る資源・体制のあり方（３／３）１．原子力研究開発に係る資源・体制のあり方（３／３）

適正な段階でのしっかりしたエンジニアリング
ジャッジが成されないままに開発が惰性で進んで
いるものがあるとすると、研究ポテンシャルの無
駄を生む大きな原因になる。「課題の優先度につ
いての認識にズレがないか？」、「研究開発のポ
テンシャルを無駄にしていないか？」、「重複がな
いか？」、「条件設定が適切に成されているか？」
などの視点で、「研究開発の惰性化やマンネリ
化」、「研究課題の深化のし過ぎ」、「取り組みが、
本来目標からずれていってしまっているものがな
いか」ということを考えることが重要。

定期的に
チェックする体
制、仕組みが
欠けているの
ではないか。

巨大技術では、やめたときの責任問題
が大きいため、仕方なくずるずるといっ
てしまうということがある。チェックポイ
ントをつけたり、評価を行っても、結局
はそこからすり抜けてしまうのではない
か。結局、もっと切羽詰まって自浄作用
が出るまでは、ずるずると現状が継続
してしまうのではないか。

プロジェクトマネジメント
機能として、ホールドポ
イントを設けることが大
切。原子力は時間がか
かるのでブレないこと
は大切だが、状況を見
ながらやり方を考えて
いくことも必要。

関係者間の風通し
をよくして、よく相
談して、原子力分
野の研究で実用化
の芽の出ないもの
をどう整理していく
かを考えた方がよ
いのではないか。

研究開発全体の位置づけの中で
個々のプロジェクトが評価されるべ
きである。個々の研究がうまくいって
いるというだけではダメで、全体とし
て横断的に見ることが重要。

個別テーマが並進しているが、全体
を俯瞰統合して、どのような方向に
向いているのかが見えていない。例
えばAdvisory Boardに海外の人に
も入ってもらって、世界的視野で日
本でやっている研究開発がどういう
意義、位置づけを持つかを評価した
り、意見を聴いてはどうか。

短中長期の研究開発活動を並進す
るにあたっては、長期を見越した中
での中期とか短期に何をするかを考
えることが重要であり、場当たり的に
ならないように、取組の位置づけを
考えて対応して欲しい。

様々な階層、タイムスパンでの詳細なロード
マップが検討されているが、これらのロード
マップをどこかで見直す必要があるのではな
いか。下の層のロードマップを、上の階層に
吸い上げて全体を見通すシステムや横のつ
ながりも考えてやるとより高度なロードマップ
ができるのではないか。

例えば、年限を区切っ
てどのような研究でも
一旦止めるとか、何
か、新しい観点での
管理をしないと現実的
には機能しないので
はないか。

研究開発にかけた予算に
対する効果（成果）について
の評価も必要。この評価を
行うことは極めて複雑であ
るが、重要であり、そのよう
な分析をどこかでやって、そ
れに応じた適切な資源配分
を行っていくことが必要。こ
のような議論をどこかでやっ
てはどうか。
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２．プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方（１／２）２．プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方（１／２）

原子力は、普通の科学と異なり、国が目指している技術
の実現が中心にある。他の分野のように基礎科学で培っ
たシーズを育てるというわけではなく、むしろ逆。しかし、こ
れがうまくいっていない状況にあり、その原因は、基礎研
究、基盤となるところが不足しているのではないか。この
ような原子力分野における基礎研究が一般の産業とは違
うというところを踏まえて、議論をして欲しい。

基礎基盤分野の研究があれ
ばプロジェクトで直面する課題
を突破できる。リスクの伴う、
新しく、高度な開発を行おうと
するなら、プロジェクトを支える
基礎技術が計画的に行われて
いる必要がある。

基礎研究が疲弊している。
基礎研究の疲弊によって
大型プロジェクト研究も、
問題を打ち破る力がない。
基礎研究の重要性を再認
識するような議論を期待
する。

健全な研究開発が行われるため
には、しっかりとした基礎研究、
きちんとした応用研究が行われ、
そこで得られた技術、情報の集
約が行われることが重要である
と考えている。これら3つがタイ
アップしたときにいい技術ができ
ると考えている。

20年くらい前、原子力が実用化されると基礎研究
が徐々に不要になっていく、という考え方があり、
その後大型プロジェクト研究にシフトしていった経
緯があるが、安全性への心配など社会的コンセン
サスを得ていくためにも基礎の空白が致命的にな
る。基礎研究は重要であり、ここで議論すべき。

日本が工業国として成功したの
は、目先のこと以外も見ていた
からではないか。基礎研究にど
んどん投資して世界でリーダー
シップをとるべきではないか。

基礎研究の中には、プロジェクトへの反映と
いう直接的な目的をもったもののほかにも、
広く科学技術の共通基盤となるような基礎的
データを整備するような分野もある。このよう
な分野が存在し、かつ、この分野の成果は、
大規模なプロジェクトを行う上で不可欠なも
のであるという認識が必要。
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２．プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方（２／２）２．プロジェクト研究と基礎基盤研究の連携のあり方（２／２）

プロジェクト研究側と基礎的・基盤的
研究側の連携については、お互い協
力するための仕組みの設置が必要
ではないか。基礎・基盤側はどのよう
なシーズを持っているのか、プロジェ
クト側はどういうシーズがあれば課題
解決につながるのか、それらを出し
合う仕組みが必要ではないか。

基礎研究の成果がプロ
ジェクトに反映されていな
いことが問題。うまく実用
化に結びつけるコーディ
ネータなどが必要ではな
いか。

研究に重複がないかどうかチェッ
クすることが必要ではないか。

研究開発の後、それなりの開発体制
を維持したり、新しいものにチャレン
ジするとか、その技術を継続する仕
組みが必要ではないか。そうしない
と技術が断絶してしまう。

基礎研究をやっていた人が、開発段階
が進むにつれて、その技術の工学規模
での実証のようなプロジェクトをやったり、
首尾一貫した技術開発の仕組みが必要
ではないか。あるいは、プロジェクト側の
課題を解決するための研究のニーズ、
基礎研究側のアイディアを相互に伝え
合えるような仕組みが必要ではないか。

予算が減少する中で、重点事業で
あるプロジェクト研究に予算を集中
することで、基礎基盤研究が競争資
金に任せざるを得ないような状況も
生じてきている。このような状況でよ
いのかというところを考える必要が
ある。

ふつうのプロジェクトは期限、総予算が
決まっているが、原子力ではそこが決
まっていなくて、予算が次々に注ぎこま
れている。原子力研究開発の全体の
予算が減っている中で、これをどのよう
に整理していくのか考える必要がある
のではないか。
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３．原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方（１／２）３．原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方（１／２）

基礎研究は「学」の人のインパ
クトが強くなるようにしてはどう
か。例えば、研究開発のチェッ
ク機能が必要なら、「学」に積
極的に入ってもらったり。また、
人材育成には「学」が重要な役
割を果たすので、その面でもイ
ンパクトは重要。

研究資源の効率的な運用のため、
産学官がしっかり協力して総合力を
発揮することが大事。そのために、
役割分担はもちろん、誰がボールを
持っているか、ということを明確にす
ること（ロードマップの策定）が大事。

産学官連携について、取組がはじ
められていることはわかった。しか
し、大学と協定を結んだだけでは十
分ではない。例えば、医工連携では、
一例を挙げると、印刷技術を応用し
た血管の転写など、全くの異分野
同士での連携で成果を出している。

基礎研究には、「シーズを発
見するもの」、「シーズや産業
化とは関係なくやっていくも
の」があると思うが、産学官
連携を強調されすぎると後者
のような基礎研究は逆に落ち
てしまわないかと心配。

研究開発の各段階で
チェックするのに「学」
にも関わってもらって
はという意見もあるが、
「学」の人に必ずしも
その才能がある人は
いないのではないか。

大学の研究ではチャンピオンデータ
をとろうとするため、研究した技術
は企業側ですぐに使えるとは限らな
い。産学連携として、企業に使って
もらうという観点では、特許が使え
るようでないと意味が無い。

産学連携の秘訣はお互いが得意分
野を持つこと。お互い相手のできな
い分野を持っていることが重要。

人材育成を行い、原子力の
知識をもった学生を産業界
に輩出することも学の貢献と
して重要。そのためには、大
学において第一線の研究を
行われ、これを通して人材が
育成されることが重要。

大学は、必ずしも短期的に経済的
な利益につながらなくても、特定の
基礎分野に深く踏み込んだ研究を
行うことにより、将来の革新的な技
術の創出、未知の現象のメカニズ
ムの解明などにつながるような取組
も行うことができ、このようなことも
産学連携の中で重要ではないか。

学は興味のある分野を研究し、その上で、
役に立つところを使ってもらえればよいの
ではないか。研究者が純粋に原子力のあ
る分野の研究を行うという状況でなけれ
ば、国、産業にとっても役に立つ成果とな
らないのではないか。また、大学の研究
の質を向上させることも重要ではないか。
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３．原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方（２／２）３．原子力技術の産学官連携、技術移転のあり方（２／２）

官民一体となって
フィードバックを聞くと
か、ユーザーの意見
を聴くようにすること
が必要ではないか。

研究開発の後、それなりの体
制を維持したり、新しいものに
チャレンジするとか、その技術
を継続する仕組みが必要では
ないか。そうしないと技術が断
絶してしまう。

技術がエンジニアリングとして集大成され、継承していくことができる形になる前の段階では、人にナレッジ
がついている。それを持っている人が辞めてしまうと、研究開発が大打撃を被る。そのナレッジをついでいく
人の流れがないと施設、お金が無駄になる。人の流れがそうならないようになっているかが重要。単発発注
したり、役務にやらせるだけにしたら、技術が残らない。人間ごと、技術を育てていくことが重要。そういう流
れを国に作ってもらいたい（例えば、大学、独法、民間という流れで人が移動して技術を育てるとか）。

民間では、要素技術の研
究開発に対するインセン
ティブが低い。メーカは主に
実用研究を担っており、材
料開発などロングタームの
基礎基盤研究の分野では
国の支援が必要。

長い期間使って一つのものを作
り上げるわけだが、ある程度の
段階からユーザが入っていくな
ど、プロジェクトで、ユーザーサ
イドの視点を早いところから入れ
ることが重要。

研究開発機関のプロジェクトだけ
の連携でなく、民から学とか、官
から学の連携の仕組みを考えて
はどうか。また、プロジェクトとの
連携だけでなく、人の流れが生じ
る仕組みを考えることも必要では
ないか。
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ホットラボやＪＭＴＲ／常陽／ＪＲＲ－３／４な
どの照射炉はあるが、民間が使いたいとき
に自由に使える環境にない。

施設を作るばかりではなく、ソフト面、す
なわち、どのようにすればよい成果を生
み出していけるかという観点での検討
が必要ではないか。

施設を持っている機関が、
ポテンシャルをアピールし、
営業活動をしてもらうこと
が大切。電力では、諸外国
からアプローチを受けるこ
とがあるが、国内の機関も
このようなアピールを産業
界に対してしてきて欲しい。

国内の特殊施設については国全体として有効利用が図られるべきであ
るが、現状では幾つかの問題がある。その原因として、民間による国の
施設の利用の自由度がせまい（試験条件が合わない、時間的な要求
に応じられない 、利用者やマンパワーに制限がある、手続きなどが煩
雑、過剰な規制対応が義務付けられる、試験によって発生する廃棄物
の処置などの責任問題、施設者側の管理業務やサービスの限界、施
設の老朽化と最新の試験スペックへの適応性の低さ ）。

海外の燃料照射試験施設では、試験委託側を
パートナーとか、カスタマーという意識で見てく
れて、試験条件の変更などに比較的よく応じて
くれる。国内の施設でもこのような意識が重要
ではないか。

JAEAの既設の施設はそれぞれの施設が機能
的、有機的につながっていないように思われる。
それに対して、海外の施設では新たな研究ニー
ズに応じて、施設の増設などの機能拡張が比
較的容易に行われているようである。

現在改修中のJMTRについては、稼
働率を高く、リードタイム、ターンアラ
ウンドタイムを短く、また、国際的に
競争できるコストなど、諸外国と比べ
てよいものにして欲しい。

国内の研究施設は、利用に時間が
かかる。スピーディな研究開発がで
きる環境づくりが大事。

米国のNIST（National Institute of 
Standards and Technology）には原
子炉があるが、同様に、日本も標準
を考える上で、原子炉の活用が重要
ではないか。

今後の研究開発で要求される条件、必要な物質、
ユーザの使い勝手を踏まえ、施設の見極めが必
要。施設と研究の将来のビジョンを見据えた計画
を考える必要がある。今後のやるべきことと、施設
の条件がマッチしていないところもある。そこを踏
まえて戦略的に取り組んでもらいたい。
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我が国のように国として原子力を基盤エネ
ルギーとして位置づけていこうとしてきた国
として、必要なデータを取っていく施設、人
材が無いといけないのではないか。いざと
いうときに、安全をキープする能力を維持す
るために、国として必要な施設の維持が重
要ではないか。

研究開発機関であっても、自前の施設でできそうな研
究であっても、手続きが面倒等の理由で外国で試験を
する場合もある。安全を犠牲にせず、大型施設を使った
研究をスピーディにできる仕組を規制面等から考えて
ほしい。そうしないと、優れた研究炉やホットラボを作っ
ても使ってもらえないということになってしまう。

JAEAでは、法的な規制以
外にも施設運用のための
独自のルールを作ってい
るようだが、それがかえっ
て研究をやりにくくしてい
ないか。

原子力施設、加速器施設を
どういう基準で整備するか、
共有財産として利用すると
いう考えでの施設整備をも
う一度考える必要がある。

50年近い歴史の中で整備してき
たが、有効に活かされていない。
それをうまく使うには国の予算、
仕組みを変える必要がある。

独立行政法人の予算が減る中で、主に施設を維持・運営する
JAEAだけにサービスの質の向上を求めても難しいところもあ
る。国など関係者も含めた仕組み予算などの議論が必要では
ないか。


